
仙台市介護職員等資格取得支援事業補助金交付要綱 

（令和 4年 3月 31日健康福祉局長決裁） 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、仙台市内で介護サービス事業を運営する法人が、職員の資質の向上及び継

続して働く意欲を高め、働きやすい職場環境づくりを推進することにより、介護人材の定着・

離職防止を目的として、当該法人に勤務している介護職員等の資格取得に資する研修や試験受

験に要する経費を支出した場合に、市が予算の範囲内において補助金を交付することについて

仙台市補助金等交付規則（昭和５５年仙台市規則第３０号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

一 補助事業者 第１０条の規定により補助金の交付の決定の通知を受けた者 

二 補助事業  第１０条の規定により補助金の交付の決定の通知を受けた事業 

三 介護サービス事業 介護保険法に規定するサービスのうち、次のア～エを除いた事業をい

う。 

ア 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

イ 福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

ウ 特定福祉用具購入・特定介護予防福祉用具購入 

エ 住宅改修・介護予防住宅改修 

四 介護職員等 仙台市内にある介護サービス事業所に勤務する従業者のうち、施設長及び管

理者を除いた職員をいう。 

 

（補助金の交付対象者） 

第３条 この補助金の交付を受けることができる者は、次の要件を満たす者とする。 

 一 仙台市内において介護サービス事業を行っている法人であること 

二 市税の滞納がないこと 

 三 暴力団等と関係を有していないこと 

 

（市税の滞納がないことの確認等） 

第４条 前条第２号に規定する要件は、市長が補助金の交付の申請をしようとする者の同意に基

づいて市税の納税状況を調査することにより確認するものとする。ただし、申請者が、市税の

滞納がないことの証明書（申請日前３０日以内に交付を受けたものに限る。）を提出した場合は

この限りではない。 

 

（市税の取扱い） 

第５条 第３条第２号に規定する市税とは、個人の市民税（当該法人が仙台市市税条例第２２条

各項の規定に基づき、特別徴収義務者に指定されている場合に限る。）、法人の市民税、固定資

産税、軽自動車税（種別割）、特別土地保有税、事業所税、都市計画税とする。 



 

（補助対象事業） 

第６条 この補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号のいず

れかに該当し、かつ他の制度による補助を受けていないものとする。 

 一 介護福祉士試験の受験資格を得るための実務者研修 

 二 介護福祉士試験 

 三 介護支援専門員実務研修受講試験 

 四 介護支援専門員実務研修 

 五 その他市長が２号又は３号に掲げる補助対象事業に必要と認める研修 

 

（補助対象経費） 

第７条 補助対象となる経費は、補助対象事業に要する経費のうち、次の各号に掲げるものとす

る。ただし、交付対象者が補助対象経費を全額負担している場合に限る。 

 一 試験受験料 

 二 研修受講料 

 三 その他市長が適当と認める経費 

２ 補助金の交付の対象となる経費には、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定による

消費税額及び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税を含まない。 

 

（補助金の額） 

第８条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１に相当する金額とする。ただし、一法人におい

て一会計年度につき１０万円を上限とする。 

 

（交付の申請） 

第９条 規則第３条第１項の規定による交付の申請は、仙台市介護職員等資格取得支援事業補助

金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添付して、以下の期日までに市長に提出して行う

ものとする。 

一 第６条第１号から第４号 申込み前 

二 第６条第５号 研修着手前 

 

（交付の決定等） 

第１０条 市長は、前条の規定による申請が到達してから３０日以内に、当該申請に係る書類等

の審査を行い、補助金を交付すべきと認めたときは、補助金の交付決定をするものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定をしたときは、その決定の内容を仙台市介護職員等資格

取得支援事業補助金交付決定書（様式第２－１号）により、補助事業者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による審査の結果、補助金を交付することが不適当と認めたときは、

申請を行った者に対し、仙台市介護職員等資格取得支援事業補助金不交付決定書（様式第２－

２号）により、その旨及び理由を通知するものとする。 

 

（補助事業の申込み等） 

第１１条 補助事業者は、前条の決定を受けた後、第６条第１号から第４号の申込み、又は第６



条第５号の着手を行うものとする。 

 

（交付の条件） 

第１２条 規則第５条第１項第１号に規定する市長の定める軽微な変更は、次のとおりとする。 

一 補助対象経費の配分の変更で、費目相互間の流用、かつ、その額が当該流用に係る費目の

うち少ない費目の額の２割以内であるもの 

二 補助対象事業の内容の変更（当初事業目的を変更しない範囲のものに限る。）で、補助金の

額に変更を生じないもの 

２ 規則第５条第１項の規定による変更等の申請は、仙台市介護職員等資格取得支援事業補助金

事業変更等承認申請書（様式第３号、第４号）により行うものとする。 

３ 前項の申請に対する承認は、仙台市介護職員等資格取得支援事業補助金事業（変更・中止・

廃止）承認通知書（様式第５号）により行うものとする。この場合、市長は、交付の決定を取

り消し、又は変更することができる。 

４ 前項の規定による取消し又は変更を行ったときは、理由を付して書面により通知するものと

する。 

５ 規則第５条第１項に定める条件のほか規則第５条第２項の規定による交付の条件は、次のと

おりとする。 

一 補助事業の申し込みにあたり、当該事業の実施により最大限の効果をもたらすべき必要最

低限の経費とするよう留意すること。 

二 補助事業が予定の期間に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には、速

やかに市長に報告してその指示を受けること。 

三 関係法令、規則、及びこの要綱を遵守すること。 

四 その他市長が必要と認める事項 

 

（申請の取下げ） 

第１３条 規則第７条第１項の規定による申請の取下げは、交付決定の通知があった日から３０

日を経過した日までに仙台市介護職員等資格取得支援事業補助金交付申請取下書（様式第６号）

により行うものとする。 

 

（実績報告） 

第１４条 規則第１２条の規定による実績報告は、仙台市介護職員等資格取得支援事業補助金実

績報告書（様式第７号）に必要な書類を添えて、補助事業完了の日から３０日を経過した日ま

でに行わなければならない。 

 

（補助金の額の確定及び交付） 

第１５条 市長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、当該報告に係る書 

類の審査を行った上で、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めると

きは、交付すべき補助金の額を確定するものとし、規則第１３条の規定による通知は、仙台市

介護職員等資格取得支援事業補助金確定通知書（様式第８号）により行うものとする。 

２ 市長は、前項の規定による補助金の額の確定を行った後に補助金を交付するものとする。 

 



（決定の取消し） 

第１６条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金 

の交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

一 虚偽その他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたとき 

二 補助金を他の用途に使用したとき 

三 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他規則又はこの要綱に基づき市長が

行った指示に違反したとき 

２ 前項の取消しを行ったときは、理由を付して書面により通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１７条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消 

しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その全部又は一部の

返還を請求するものとする。 

 

（立入検査等） 

第１８条 市長は、必要があると認めるときは、補助事業者から報告若しくは資料の提出 

を求め、又は本市職員にその事務所、事業所等に立ち入らせ、書類その他の物件を検査させ、

若しくは関係者に質問させるものとする。 

２ 市長は、前項の結果、必要があると認めるときは、補助事業者に対し改善その他必要な措置

を講ずるよう指導することができる。 

 

（書類の整備等） 

第１９条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿等の証拠書類 

を整備し、かつ補助金の交付を受けた年度の翌年度から５年間保存しておかなければならない。 

 

（委任） 

第２０条 この要綱の施行に関し必要な事項は、健康福祉局長が別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から実施する。 

附 則（令和５年３月２０日改正） 

この改正は，令和５年３月２０日から適用する。 

附 則（令和６年３月２８日改正） 

この改正は、令和６年４月１日から適用する。 

附 則（令和７年３月２４日改正） 

この改正は、令和７年４月１日から適用する。 


